
 

 

宮城県男性育休取得奨励金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条 県は、県内の中小企業等における男性の育児休業取得及び誰もが仕事と家庭を

両立しやすい職場環境整備を促進するため、県内の中小企業等に勤務する男性労働者

が育児休業を取得した場合に、当該中小企業等に予算の範囲内において宮城県男性育

休取得奨励金（以下、「奨励金」という。）を交付するものとし、その交付等に関し

ては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。  

 

（定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところ

による。  

（１）中小企業等  

資本金の額若しくは出資の総額が３億円（小売業（飲食店を含む。）又はサービ

ス業を主たる事業とする場合は５，０００万円、卸売業を主たる事業とする場合は

１億円）を超えない法人又はその常時雇用する労働者の数が３００人（小売業を主

たる事業とする場合は５０人、卸売業又はサービス業を主たる事業とする場合は  

１００人）を常態として超えない法人又は個人事業主をいう。  

（２）育児休業  

育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律（平成３年法律第７６号））第２条第１号に規定する育児休業をいう。 

  

（奨励金の支給対象となる者）  

第３条 補助金の対象となる者は、県内に本社又は本店を置く中小企業等であって、次

のいずれにも該当する者（以下「対象事業者」という。）とする。  

（１）対象となる男性労働者がいること。  

（２）雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出をしているこ

と。  

（３）宮城県税に未納がないこと。  

（４）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号第２条第１項第２号）に規定されるもの）、又は暴力団の構成員、暴力団の構

成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係している事業を

行う事業主でないこと。  

 

（対象となる労働者）  

第４条 前条に規定する労働者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者（以下「対

象労働者」という。）とする。  

（１）雇用保険の被保険者として雇用されている男性労働者であること。  

（２）育児休業を取得したこと。また、当該育児休業については、令和７年４月１日以

降に取得を開始したものであること。  

（３）育児休業開始日の２か月以上前の日から雇用されており、県内の事業所に勤務し

ていること。  



 

 

（育児休業の取得期間）  

第５条 前条第２号に規定する育児休業について、対象労働者が令和７年４月１日以降

に同一の子に係る育児休業を分割して取得している場合は、それぞれの取得期間を通

算できるものとする。  

２ 労使協定を締結している場合に、対象労働者と事業主の個別合意により一時的に就労

を行った日数は、取得期間に含まないこととする。  

 

（支給額等）  

第６条 奨励金の額等は、別表のとおりとする。  

 

（交付申請）  

第７条 奨励金の交付を受けようとする対象事業者は、対象労働者が育児休業を開始し

た日から２か月以内に、交付申請書を提出するものとし、規則第３条第１項の規定に

よる交付申請書の様式は、別記様式第１号によるものとする。  

２ 規則第３条第２項の規定により交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）対象労働者が雇用保険被保険者であることを確認できる書類  

（２）対象労働者の子の出生の事実及び親子関係を確認できる書類  

（３）対象労働者からの育児休業申出に対して事業主が通知した育児休業承認通知の写 

   し  

（４）対象労働者の出勤簿等の写し（育児休業取得日の直前２か月間の出勤簿またはタ

イムカードの写し）  

（５）就業規則の写し  

（６）県税事務所が発行する宮城県税の納税証明書（税目「全ての県税」について，補  

助金を申請する日までに納期限が到来した県税に係る徴収金に未納がないこと。） 

（７）その他知事が必要と認める書類  

 

（交付決定）  

第８条 知事は、交付申請書の内容が適当であると認められるときは、奨励金の交付決定

の内容及び交付するべき奨励金の額を当該申請者に通知する。  

 

（実績報告）  

第９条 第７条に規定する交付申請書は、規則第１２条第１項に規定する実績報告書を兼

ねるものとする。  

２ 第８条に規定する奨励金の交付決定の通知は、規則第１３条の規定による奨励金の額

の確定に係る通知を兼ねるものとする。  

 

（補助金の交付方法）  

第１０条 奨励金は、規則第１３条の規定により奨励金の額を確定した後、交付するもの

とする。  

 

（支給の条件）  

第１１条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。  

（１）奨励金の支給は、１補助事業者につき１回限りとする。  



 

 

（２）対象事業者は、対象労働者の育児休業の取得期間等に変更があった場合には、別

記様式第２号により速やかに知事に報告すること。  

（３）その他規則及びこの要綱の定めに従うこと。  

 

（支給決定の取消し及び返還）  

第１２条 知事は、規則第１６条の規定により第８条の交付決定の通知を受けた対象事業

者にかかる奨励金の支給決定を取り消した場合において、既に奨励金の全部又は一部

が支給されているときは、当該支給を受けた者に対し、奨励金支給決定取消通知書に

より申請者に通知するとともに、奨励金返還請求書により適当な期限を定めてその返

還を請求するものとする。  

 

（遂行状況報告）  

第１３条 知事は、必要があると認めるときは、規則第１０条の規定による報告を求め

ることができる。  

 

（関係書類の保管等）  

第１４条 支給決定の通知を受けた対象事業者は補助事業における支出の帳簿及び証拠

書類を整備し、補助事業が終了した年度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 

   附 則  

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度予算に係る補助金に適用す

る。  

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合

に、当該補助金にも適用するものとする。  

 

 

別表（第６条関係） 

育児休業取得期間  支給額 

２８日以上６か月未満  ２０万円 

６か月以上 ５０万円 

 


